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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

売上高 (千円) 3,996,840 4,794,198 3,809,170 5,200,232 5,841,264 

経常損益 (千円) 270,501 312,803 △630,051 165,302 204,781 

当期純損益 (千円) 149,212 174,812 △844,663 101,098 154,529 

持分法を適用した場合の

投資利益 
(千円) － － － － － 

資本金 (千円) 376,000 631,000 631,000 1,140,509 1,159,426 

発行済株式総数 (株) 56,000 59,000 59,000 64,605.81 64,998.81 

純資産額 (千円) 767,378 1,789,291 915,127 2,035,066 2,212,813 

総資産額 (千円) 2,016,428 3,402,881 2,908,991 3,664,535 3,452,132 

１株当たり純資産額 (円) 13,703.19 30,326.97 15,510.64 31,500.15 34,133.60 

１株当たり配当額（うち

１株当たり中間配当額） 
(円) 

－ 

(－) 

500 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

1,000 

(－) 

１株当たり当期純損益 (円) 2,716.33 3,010.32 △14,316.33 1,662.87 2,387.89 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
(円) － 2,968.59 － 1,649.25 2,378.63 

自己資本比率 (％) 38.1 52.6 31.5 55.5 64.1 

自己資本利益率 (％) 25.6 13.7 － 6.9 7.3 

株価収益率 (倍) － 66.44 － 125.08 148.66 

配当性向 (％) － 16.6 － － 41.9 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(千円) △159,189 △136,328 △137,846 420,204 172,624 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(千円) △133,238 △941,708 △394,024 59,834 △354,128 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(千円) △21,149 1,148,852 558,946 319,352 △447,598 

現金及び現金同等物の期

末残高 
(千円) 230,661 296,653 320,009 1,120,290 491,006 

従業員数 (人) 326 390 399 385 421 



 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株引受権付社債及び転換社債を発行していな

いため記載しておりません。 

４．第18期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上されているため記

載しておりません。 

５．第18期の自己資本利益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

６．第16期の株価収益率については、当社株式は非上場・非登録のため記載しておりません。 

７．第18期の株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

８．従業員数は正社員の就業人員であり、臨時雇用者数は、総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載

を省略しております。 

  



２【沿革】 

年月 事項 

昭和61年９月 東京都港区新橋にコンピュータシステム開発サービスの提供を目的に株式会社ラックを設立（創

業者：三柴 元、資本金：２千万円） 

平成６年５月 大手家電量販店の流通一貫システム、及びネットワーク通信システムを構築 

平成７年４月 ネットワークセキュリティ事業を開始 

平成７年７月 「マイクロソフト・ソリューション・プロバイダー・メンバー」に認定 

平成９年４月 本社機能を統合し、東京都江東区青海（タイム24ビル）に移転 

平成９年５月 インターネットセキュリティシステムズ株式会社（ＩＳＳ社）のマスターディストリビューター

契約を締結 

平成10年３月 通商産業省（現 経済産業省）の「システムインテグレーター企業」に登録 

平成10年４月 セキュリティサービスを体系化した「ＳＮＳ（セキュアネットサービス）」の販売を開始 

ネットワークセキュリティに関するセミナーを開始 

平成11年４月 セキュリティの事業領域を明確化するために、ネットワークセキュリティ事業部を不正アクセス

対策事業本部に組織名称変更 

平成11年６月 「セキュアネット」を商標登録 

平成12年２月 不正アクセス対策の24時間緊急対応サービス業務を開始 

平成12年５月 不正アクセス監視・対応事業の強化、拡充のため、「監視センター」を設置 

平成12年６月 「九州・沖縄サミット」の不正アクセス監視・対応を支援 

平成13年１月 セキュリティテクノロジーの研究開発のため、コンピュータセキュリティ研究所（ＣＳＬ）を開

設 

平成13年５月 セキュリティ事業拡大のため、三菱商事株式会社に第三者割当増資を実施 

平成14年２月 監視センターのシステムと設備を一新してセキュリティ管理機能を拡充した「ジャパン セキュ

リティ オペレーション センター（ＪＳＯＣ）」を東京都港区虎ノ門に開設 

平成14年４月 ジャスダック市場に株式を上場（銘柄コード：４３５９） 

平成14年５月 セキュリティの事業領域の拡大に伴い、不正アクセス対策事業本部をセキュアネットサービス

（ＳＮＳ）事業本部に組織名称変更 

平成14年10月 ＪＳＯＣにおいて「情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）」の認証を取得 

平成15年２月  業容拡大に伴い業務の効率化を図るため、本社部門・営業本部及びＳＮＳ事業本部を汐留シティ

センターに移転 

平成15年12月  システム開発センター・お台場事務所を本社に移転・統合 

平成16年12月  データベースのセキュリティテクノロジーの研究開発のため、データベースセキュリティ研究所

（ＤＢＳＬ）を開設 

  日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

 平成17年10月  平成17年度情報化促進貢献企業等表彰にて「経済産業大臣表彰」を受賞 



３【事業の内容】 

当社は、ネットワークセキュリティのトータル ソリューション サービスを提供するセキュアネットサービス事

業（以下「ＳＮＳ事業」という。）とシステムインテグレーション事業（以下「ＳＩ事業」という。）を展開して

おります。 

当社の経営基本方針は、情報セキュリティ分野で常に方向性をリードし、社会に貢献するとともに、企業として

さらに発展を目指し、安心と信頼を一層のものとすることであります。 

ＳＮＳ事業は、コンサルティング・検査・構築・監視の各サービスを、また、これらのサービスに付随する自社

開発製品やセキュリティベンダーから仕入れた他社商品を、直接または販売代理店（リセラー）を通して官公庁・

企業・団体等の顧客にソリューションとして提供しております。 

ＳＩ事業は、海外を含むソフトウエア開発会社の協力を得て、同様に官公庁・企業・団体等の顧客に脆弱性を持

たないセキュア（安全）なシステムインテグレーションサービスを提供しております。 

なお、当社には関係会社はありません。 

 当社が展開する事業の系統図は以下のとおりであります。 

  

(1）セキュアネットサービス事業の内容  

ＳＮＳ事業は、当社のコア・コンピタンスとして経営資源の集中化を図り、コンサルティング・検査・構築・監

視の各サービスとそれに付随するセキュリティ関連製商品の販売をトータルソリューションとして提供しておりま

す。特に、事業戦略のキーワードである「国家ならびに企業活動の安全・保全への参画」を実現するため、「ジャ

パン セキュリティ オペレーション センター（以下「ＪＳＯＣ」という。）」による24時間365日リアルタイムの

セキュリティ監視サービスの機能強化を図り、官公庁や重要民間インフラに関連する企業、大手企業向けに以下の

セキュアネットサービスを提供しております。 



Ａ．セキュリティ コンサルティング サービス 

  セキュリティ コンサルティング サービスとして、以下のサービスを提供しております。 

(a）マネジメント コンサルティング 

 情報セキュリティ対策の計画立案からリスク分析、情報セキュリティポリシーの策定・導入・運用管理まで

を一貫して支援し、お客様にとって最適な情報セキュリティサービスを提供しております。  

 また、セキュリティに関する問題をお客様がスムーズに解決できるよう、アドバイスや情報提供を行なって

おります。 

 具体的には、情報セキュリティ対策プランニング支援、ＩＳＭＳ適合性評価制度の認証取得支援、プライバ

シーマーク制度の認定取得支援、セキュリティポリシーの策定・実装・運用支援などのサービスを提供してお

ります。 

(b）セキュリティ マネジメント サービス 

セキュリティに特化した技術トレーニング及び、実務経験を積んだ技術者を顧客に常駐させ、セキュリティ

対策の構築・導入・運用を支援するサービスを提供しております。 

Ｂ．セキュリティ検査サービス 

疑似攻撃を実際に行うことによって、既知のセキュリティホールが存在しないか、不要なポートが開いていな

いか、アクセス制御が適切に行われているかといった、潜在的なセキュリティリスクを洗い出すサービスを提供

しております。 

(a）ホームページ情報漏えい診断サービス 

 ネットビジネスを展開しているホームページに利用されている Webアプリケーションに対して、外部からの

不正アクセスという観点から、侵入手法を考察・試行しホームページの安全性を徹底的に調査、検出された脆

弱点ならびに対策方法をご報告するサービスを提供しております。 

(b）サーバセキュリティ診断サービス 

 診断対象となるサーバやネットワーク機器に対して、外部からの不正アクセスという観点から、侵入手法を

考察・試行しネットワークの安全性を徹底的に調査し、検出された脆弱点ならびに対策方法をご報告するサー

ビスを提供しております。 

(c）データベースセキュリティ診断サービス 

 重要な情報を格納するデータベースが、セキュリティ上安全な状態かどうかを診断いたします。問診表によ

るヒアリング、ツール利用＋手動による検査作業により、広範囲、実践的な診断結果をご報告するサービスを

提供しております。 

(d）製品検査 

 ネットワーク対応型ＡＶ機器など、いわゆるネット家電製品や、携帯端末機器に対し、ネットワーク上の安

全性を調査し、脆弱点並びに対策方法を報告するサービスを提供しております。 

  

Ｃ．セキュリティ構築サービス 

顧客のシステムやネットワークをセキュリティ上安全な状態に構築し、構築後もその状態を維持管理するため

のサービスや、ネットワーク製品やセキュリティ製品に対する検知ポリシーやアクセス制御ポリシーの設計、導

入、検証を行う製品導入サービスを提供しております。 

Ｄ．セキュリティ監視サービス 

ＪＳＯＣと顧客のネットワーク、サーバー群とを接続し、顧客システムへの不正アクセスの有無や社内ネット

ワークのウイルス蔓延などを、24時間365日リアルタイムで監視し、それらの前兆の発見、発生した際の顧客へ

の連絡と、必要に応じて通信の遮断等の緊急対処を実施しております。 

 また、「ＪＳＯＣ２４＋（トゥエンティ・フォー・プラス）シリーズ」として、中規模クラスの企業顧客をメ

イン対象に、廉価かつ簡易といった新しいコンセプトのもと、セキュリティ監視と運用管理サービスにセキュリ

ティ関連の情報提供を組み合わせたサービスを提供しております。 

これらの監視サービスにより検知されたインシデント（事件）情報は、当社コンピュータセキュリティ研究所

と共有され各種のセキュリティサービスに活用されております。 



Ｅ．セキュリティ関連製商品販売 

 当社が提供するサービスに付随したセキュリティ関連ソフトウエア製商品を販売しております。 

(a）自社開発製品 

 自社製品として主に次の３種類のセキュリティソフトウエア製品を販売しております。 

(イ）「ＳＮＳＤＢ」（エス・エヌ・エスデータベース） 

 ＳＮＳＤＢは、ネットワークのセキュリティレベルを保つための最新の脆弱性情報、脆弱性の再現情

報、セキュリティパッチ情報などセキュリティ関連の情報、また脆弱性に対しての対応策を日本語で提供

しているデータベースであります。 

 （ロ）「ＩｎｔｒａＰＯＬＩＣＥ」（イントラポリス） 

 顧客のネットワーク上に流れる全てのＡＲＰパケットを受信して不正なＰＣ（認知されていないＰＣ）の

接続を検知し、情報漏えいやコンピュータウイルスなどの蔓延を未然に防ぐ、ハードウエア一体型のアプラ

イアンス製品であります。 

 （ハ）「Ｃｏｍｐｌｉａｎｃｅ Ｃｅｎｔｅｒ」（コンプライアンス センター） 

 顧客のネットワークに接続されているクライアントＰＣのセキュリティポリシー/運用ポリシーが遵守さ

れているかを検査し、その結果を表示すると共に、結果を通知する検疫ポリシーサーバー製品であります。

(b）他社商品 

   セキュリティベンダーとの販売代理店契約の締結や業務提携により、仕入れたセキュリティ関連製品を他

社商品として当社が提供するサービスに結び付けて販売しております。 

(2）システムインテグレーション事業の内容 

ＳＩ事業は、顧客の情報システムの企画提案から導入、運用、保守まで一貫して行うシステム インテグレーシ

ョン サービスを提供しており、特にｅ－コマースを中心としたＷｅｂ系アプリケーションの開発においては、セ

キュリティ研究所並びにＳＮＳ事業との連携により、個人情報漏洩などの原因となる脆弱性を持たないセキュアな

アプリケーションシステムを提供しております。 

４【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は正社員の就業人員であり、臨時雇用者数は、総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載

を省略しております。 

２．当社は年俸制を採用しております。 

３．平均年間給与は、平成17年12月期の平均税込年間給与で、当社が採用しております退職金前払い制による退

職金の相当額を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

421 31才 ６ヶ月 ５年 10ヶ月 4,979,665 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当事業年度におけるわが国経済は、原油価格の動向が内外経済に与える影響等の懸念はあるものの、輸出、生産

の持ち直しを背景に企業収益は改善し、設備投資や個人消費が増加するなど、景気は緩やかに回復しております。

 情報サービス業界においては、企業収益の改善から金融、製造、通信を中心に、競争力の強化に向けたＩＴの利

活用のための投資は、総じて増加基調にあります。また、平成17年４月より個人情報保護法が全面的に施行された

ことを受け、企業の情報漏えい防止対策などの情報セキュリティへの投資は増加しております。しかしながら、顧

客ニーズは多様化し、高付加価値で低価格なソリューションへの要請が一段と高まり、依然として厳しい状況が続

いております。 

 この結果、売上高は5,841百万円（前年同期比12.3％増）、経常利益は204百万円（同23.8％増）、当期純利益は

154百万円（同52.9％増）と前年同期に比べ増収増益となりました。 

  

 事業部門別売上高は次のとおりであります。 

（セキュアネットサービス事業） 

 当事業年度は、個人情報保護法が全面的に施行され、企業の情報セキュリティ対策は、一過性なものから、よ

り継続的で計画的な取り組みへとシフトし、経営リスク管理の課題の一つとして重要な位置付けとなりつつあり

ます。しかしながら、個人情報漏えい事件やコンピュータウイルスの蔓延、不正アクセスなどは後を絶たず、そ

の脅威も一層深刻さを増してきております。 

 このような状況のなか、当事業部門では真に求められる情報セキュリティの対応のための新サービスメニュー

や新規取扱製品を投入し、新たな需要創出に向け営業を展開してまいりましたが、目標は達成できませんでし

た。一方、コンサルティングや検査、監視等の既存サービスや自社製品の販売は好調に推移いたしました。 

 この結果、当事業年度のＳＮＳ事業の売上高は3,792百万円（前年同期比22.8％増）、売上総利益1,103百万円

（同39.9％増）となりました。 

  

 なお、売上区分別の状況は次のとおりであります。 

  

期別 

事業部門 

第17期 第18期 第19期 第20期(当事業年度) 

売上高 
（千円） 

構成比
率 
(％) 

売上高 
（千円） 

構成比
率 
(％) 

売上高 
（千円） 

構成比
率 
(％) 

売上高 
（千円） 

構成比
率 
(％) 

セキュアネットサ

ービス事業 
2,436,216 50.8 1,835,152 48.2 3,087,921 59.4 3,792,835 64.9 

システムインテグ

レーション事業 
2,357,981 49.2 1,974,017 51.8 2,112,310 40.6 2,048,429 35.1 

合計 4,794,198 100.0 3,809,170 100.0 5,200,232 100.0 5,841,264 100.0 

売上区分 

第19期（前事業年度） 第20期（当事業年度） 
前期比増減
率（％） 売上高 

（千円） 
構成比 
（％） 

売上高 
（千円） 

構成比 
（％） 

セキュリティ コンサルテ

ィング サービス 
797,194 25.8 955,164 25.2 19.8 

セキュリティ検査サービス 483,080 15.6 598,264 15.8 23.8 

セキュリティ構築サービス 208,525 6.8 228,013 6.0 9.3 

セキュリティ監視サービス 498,525 16.1 684,191 18.0 37.2 

自社製品販売 72,554 2.4 351,198 9.3 384.0 

他社商品販売 1,028,041 33.3 976,021 25.7 △5.1 

合計 3,087,921 100.0 3,792,835 100.0 22.8 



（システムインテグレーション事業） 

 当事業年度は、企業のＩＴ投資は収益の改善により総じて底堅く推移してまいりましたが、顧客ニーズの高度

化、多様化、価格低減への要請は一段と厳しさを増しております。 

 このような状況のなか、当事業部門では営業面において、既存顧客の深耕開拓、新規受注案件の獲得に取り組

んでまいりました。また、要員の稼働管理の徹底や人材の育成に注力するとともに、良質で安価な中国の外注を

活用したコスト競争力のある生産体制の確立を図ってまいりました。しかしながら、当事業年度における受注案

件が小規模化したことなどにより、原価低減の効果は発揮できませんでした。 

 この結果、当事業年度のＳＩ事業の売上高は2,048百万円（前年同期比3.0％減）、売上総利益524百万円（同

6.3％減）と前年同期に比べやや下回る結果となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

当事業年度の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前当期純利益を計上したものの、資本提

携による株式の取得や長期借入金の返済などにより629百万円減少し、当事業年度末には491百万円となりまし

た。 

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は172百万円（前年同期比58.9％減）となりました。これは税引前当期純利益を157

百万円計上したものの、売掛債権が95百万円増加したことやたな卸資産が60百万円増加したことなどによるもので

あります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は354百万円（前年同期は、得られた資金59百万円）となりました。 

これは、エー・アンド・アイ システム株式会社や株式会社ＩＴプロフェッショナル・グループとの資本提携によ

り両社の株式を275百万円取得したことや、有形固定資産及び無形固定資産を93百万取得したことなどによるもの

であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は447百万円（前年同期は、得られた資金319百万円）となりました。これは、短期

借入金及び長期借入金を330百万円返済したことや、社債を96百万円償還したこと、並びに自己株式を58百万取得

したことなどによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当事業年度の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

当事業年度の受注状況を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

当事業年度の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであり

ます。 

 （注） １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当事業年度につきましては、当該販売実績の総販売実績に対する割合が10％以上の相手先がないため、記

載を省略しております。 

事業部門別 
当事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

前年同期比（％） 

セキュアネットサービス事業（千円） 2,750,228 123.3 

システムインテグレーション事業（千円） 1,517,442 100.0 

合計（千円） 4,267,670 113.9 

事業部門別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

セキュアネットサービス事業 3,970,853 122.1 707,516 133.6 

システムインテグレーション事業 2,215,697 100.9 380,092 178.6 

合計 6,186,550 113.5 1,087,608 146.5 

事業部門別 
当事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

前年同期比（％） 

セキュアネットサービス事業（千円） 3,792,835 122.8 

システムインテグレーション事業（千円） 2,048,429 97.0 

合計（千円） 5,841,264 112.3 

相手先 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

住友商事株式会社 640,865 12.3 － － 



３【対処すべき課題】 

ＩＴの急速な社会経済への浸透により、情報とその活用が国や企業の競争力に大きな影響を及ぼす情報経済化が進

行するなか、安心で信頼性の高いＩＴの利用環境の整備は克服すべき大きな課題であります。 

 当社は安心・安全なネット社会の実現に向けて、情報セキュリティのサービスプロバイダーとして、次の施策に取

り組み、安定的な収益基盤の確立と社会貢献を目指してまいります。 

  

(1）営業体制の活性化 

 Ａ．当事業年度までに強化した営業体制を機能別に再整備し、販売力・提案力を強化する。 

 Ｂ．提案型営業を推進し、顧客の拡大と既存顧客の深耕を確実に実行する。 

(2）生産基盤の拡充 

Ａ．新卒、中途の人材採用や同業他社との業務提携を図り、人材資源を確保する。 

Ｂ．国内外協力会社への外注化により、生産ラインを拡大する。 

(3）営業・技術の生産性向上 

Ａ．マルチ人材を育成し、顧客ニーズに対応した柔軟なサービス体制を確立する 

Ｂ．作業の標準化により、サービスの品質を向上させつつ、無駄な工数を圧縮する。 

Ｃ．人材育成システムを確立し、社員の能力レベルを上げ、生産性を向上させる。 

(4）管理体制の強化 

Ａ．社内のコンプライアンス意識の徹底とコーポレート・ガバナンス体制を強化する。 

Ｂ．生産管理体制を強化し、プロジェクトの工程管理と品質管理を徹底する。 

(5）研究活動の充実 

Ａ．社内で常に先進のセキュリティ技術を追究し、新規事業の可能性を探るとともに、研究活動の核と位置付け

るコンピュータセキュリティ研究所、データベースセキュリティ研究所の活動を充実させる。 

Ｂ．生産活動での実例を材料とし、日々各サービス事業部門内で技術研究を行い、実践に活用できる仕組みを構

築する。 

  

４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

また、必ずしもリスク要因に該当しない事項についても、投資家の投資判断上、重要であると考えられる事項に

ついては、投資家に対する積極的な情報開示の観点から開示しておりますが、投資に関連するリスクを全て網羅す

るものではありません。 

当社はこれらリスク発生の可能性を確認した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であります

が、当社株式に関する投資判断は、本稿及び本書中の本稿以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上で行われる

必要があると考えております。なお、将来に関する情報は有価証券報告書提出日現在において判断したものであ

り、将来そのとおりに実現する保証はありません。 

(1）競争激化に関するリスク 

企業・組織でのインフラとなりつつある情報セキュリティは、ＩＴ投資のなかでの成長分野と有望視され、大手

システムインテグレーター企業等においても、ビジネスの主軸へと移行してきております。当社は国内における情

報セキュリティ分野の草分け的存在として、変化の激しい市場において、その方向性をリードしつつＳＮＳ事業の

拡大に努めておりますが、今後、競合会社の積極参入による競争激化が予想され、当社の事業展開、経営成績及び

財務状況等に影響を及ぼす可能性があります。 



(2）価格低下圧力に関するリスク 

システムインテグレーション事業分野においては、長引くデフレ環境のなか、ＩＴ投資に関する投資対効果を意

識した顧客の要請は、提供するサービスの品質及び価格の両面において厳しくなっております。当社は、情報セキ

ュリティ事業との連携による競合会社との差別化、生産性の向上、良質で安価な国内及び海外等の外注先の活用な

どに取り組んでおりますが、市場における価格競争は一段と高まっていくものと予想され、当社の事業展開、経営

成績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

(3）システム構築における受託開発に関するリスク 

当社は顧客のセキュリティ構築やシステム開発時において、一般的に請負契約の形態で受注を受けてから納期ま

でに、そのシステムを構築・開発を完了させ、顧客に納品するという完成責任を負っております。 

当社は生産管理部門を強化し、プロジェクトの工程管理と品質管理には万全を尽くしておりますが、当初予定し

ていた見積金額からの乖離や開発段階におけるプロジェクト管理等の問題によって、想定を超える原価の発生や納

期遅延に伴う損害補償の発生等により、当社の事業展開、経営成績及び財務状況に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

(4）技術革新への対応に関するリスク 

技術革新が激しい情報セキュリティ分野において、当社はコンピュータセキュリティ研究所にて常に先進のセキ

ュリティ技術を追究し、新規事業の可能性を探求する研究活動を行っております。また、データベースセキュリテ

ィ研究所を開設し、重要性を増すデータベース・セキュリティ・サービスの事業化を目指すとともに、従業員全体

の能力を高め、顧客ニーズへ的確に対応する技術・ノウハウの習得に全社挙げて取り組んでおります。今後、これ

らの技術革新や顧客ニーズの変化に対し、当社が適切かつ迅速に対応できなかった場合には、顧客との業務の継続

関係や業務委託に関する契約が変更または解消されること等により、当社の事業展開、経営成績及び財務状況に影

響を及ぼす可能性があります。 

(5）当社における情報セキュリティに関するリスク 

当社は業務の性格上、当社の従業員が顧客の保有する営業情報や顧客情報を直接的又は間接的に取り扱う場合が

あります。情報セキュリティサービスを提供する当社はこれら重要機密情報に対し、ネットワークやデータベース

へのアクセス権限者の登録を限定し、アクセス履歴を記録しております。さらに、セキュリティシステムの導入等

によりインフラでの防衛策を講じるとともに、危機管理委員会主導で従業員のモラル教育を徹底し、当社従業員に

よる情報漏えいへの関与を未然に防ぐ措置を講じております。このような対策にもかかわらず当社が情報漏えいに

関与した場合または当社技術が犯罪行為等に悪用された場合には、当社事業の継続が困難となる可能性、不測の損

害賠償責任を負う可能性及びさらなる管理体制の強化のための投資負担等により、当社の事業展開、経営成績及び

財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

(6）情報セキュリティサービスの提供に関するリスク 

当社の情報セキュリティサービスにおける事業活動においては、顧客との契約により、顧客内情報システムのセ

キュリティ対策をトータルソリューションサービスとし、一括して委託を受ける場合があります。当社では、常に

最適なサービス・製品を顧客へ提供するよう事業体制を整えておりますが、このような対応にもかかわらず、顧客

情報資産に対する第三者のサイバーテロや当社の責に帰すべき事由等により、情報漏えい等のセキュリティ事件が

発生した場合には、当社の社会的信用やブランドイメージの低下、損害賠償責任を負う可能性等が生じ、当社の事

業展開、経営成績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

(7）知的所有権等に関するリスク 

当社は、第三者の知的財産の侵害を行わないように留意して業務を遂行しておりますが、不可抗力により侵害す

る可能性は皆無ではありません。また特許権、実用新案権、商標権、著作権等の知的所有権が当社の事業分野にお

いてどのように適用されるか想定することは困難であり、今後当社の事業分野において当社が認識していない特許

等が成立した場合、当該第三者より損害賠償、使用差止等の訴えを起こされる可能性、また当該特許に関する対価

の支払い等が発生する可能性があり、この場合は当社の事業展開、経営成績及び財務状況に影響を及ぼす可能性が

あります。 



(8）人材の確保・育成に関するリスク 

当社が成長に向けて更なる企業基盤を確立し拡充するためには、関連する技術・ノウハウを有する優秀な人材の

確保・育成が不可欠であります。当社では新卒の春・第２新卒の秋の定期採用においては、基礎能力の高い人材

を、また中途採用においては、即戦力として活用できる技術経験者を幅広く採用しております。採用後は、様々な

研修コースを用意するとともに、ＯＪＴの実践を通じて社員の育成に注力しております。また、職能別・職種別に

キャリアマップを整備するとともに、研修カリキュラムを作成し社員教育の充実を図っております。今後、当社が

事業拡大を目指すうえで、必要な人材を確保・育成し活用できない場合には、当社の事業展開、経営成績及び財務

状況に影響を及ぼす可能性があります。 

(9）新株発行による資金調達に関するリスク 

平成17年3月25日開催の定時株主総会において、当社定款に「当会社が新株を発行する場合は、その発行事項に

ついては、これを株主総会が決議するものとする。」という規定を新設する定款変更が承認されました。新株の発

行は、株主にとってその利益に関する重要事項であるため、その承認には取締役会の決議ではなく、会社の最高意

思決定機関である株主総会の決議によるとするものであります。当社は経営計画に基づき資金計画を策定し、資金

需要の管理を徹底しておりますが、この定款変更により、今後の新株発行は全て株主総会の決議に委ねられ、資金

需要や株式市場を勘案した機動的な発行が困難となる可能性があり、当社の事業展開、経営成績及び財務状況に影

響を及ぼす可能性があります。 

(10）ストックオプションに関するリスク 

当社は、業績向上に対する意欲や士気を一層高めるとともに、株主の利益を重視した事業展開を推進し企業価値

を高めることを目的として、ストックオプション(新株予約権)を発行しております。新株予約権の権利行使には、

一定の要件が満たされた場合のみ可能としておりますが、これらの新株予約権が行使され、新株が発行された場合

は、当社の株式価値は希薄化し、株価形成に影響を及ぼす可能性があります。 

なお、ストックオプションの内容は、「第４提出会社の状況 １株式等の状況 （7）ストックオプション制度の

内容」に記載のとおりであります。 

５【経営上の重要な契約等】 

当社は、事業を推進するために業務提携を次のとおり行っております。 

 （注）契約期間満了後は双方の申し出がない限り、１年間の自動更新となっております。 

６【研究開発活動】 

当社は研究開発活動として、技術革新の激しいセキュリティ市場におけるリーディングカンパニーとして最新・

最高の技術を維持向上するためにコンピュータセキュリティ研究所及び当期12月において新設したデータベースセ

キュリティ研究所で、次の研究テーマに継続的に取り組んでおります。 

なお、当事業年度における研究開発費の総額は124百万円となりました。 

(1) コンピュータセキュリティ研究所における研究テーマ 

Ａ．セキュリティホールの情報収集と検証 

世界中で日々発見（報告）されるセキュリティホール情報の収集、プロトタイピング、実証実験、防御対策等

についてＳＮＳＤＢに収録し顧客に提供しております。 

Ｂ．セキュリティホールを発見する検査手法の確立 

セキュリティホールや攻撃手法など、最新の情報を取り込んだ検査手法を研究しております。 

契約締結先 契約品目 契約内容 契約期間 

インターネット セキュリティシ

ステムズ株式会社（ＩＳＳ社） 

マスターディストリビュ

ーター契約 

ソフトウエア製品の使用権

許諾販売及び関連業務に関

する契約 

平成９年５月31日から

平成10年12月31日まで

（注） 

株式会社インフォセック 
情報セキュリティサービ

ス事業における業務提携 

左記事業の提携に関する基

本合意 

平成13年12月１日から

平成18年11月30日まで 

（注） 



Ｃ．セキュリティ監視方法の確立 

ＪＳＯＣのセキュリティ監視サービスで検知された攻撃情報や、その予兆に関する情報を分析し監視方法や緊

急対応等の体制について研究しております。 

Ｄ．セキュリティホールの調査・発見等 

当社が持つ最新の情報や先進の技術により、独自にセキュリティホールの調査・発見を行い、再現性の検証や

防御対策等についてＳＮＳＤＢに収録し顧客に提供しております。 

(2) データベースセキュリティ研究所における研究テーマ 

Ａ．データベースとその周辺の脆弱性と脅威の調査と防御手法の確立 

元来守るべき情報資産の大半はデータベースに存在しております。しかも、データベースは残存している大き

なセキュリティリスクであることは一般的に理解されていたものの、現状は対策が取られておりませんでした。

しかし、昨今の個人情報保護に端を発して、今後ますます企業への管理責任要求が高まることが予測されてまい

りました。当社はこれまでのネットワークセキュリティでの大きな経験を生かし、データベースセキュリティ分

野においてもリードできるように脅威の調査・分析と、そのリスクと防御（保護対策）手法を研究しておりま

す。 

Ｂ．データベースセキュリティの設定と検査手法の確立 

データベースの安全な運用と情報保護のため、データベースとのその周辺（ネットワーク・サーバー）の安全

な設定方法とその検査手法を研究しております。 

Ｃ．データベースアクセス監視手法の研究開発 

データベースへのアクセス監視は特に情報漏えい防止の観点で重要でありますが、システム的に正しいアクセ

スで情報漏えいにつながる行為を見つけるのは実際には困難であります。今後、アノマリ（変則）行動の監視手

法などを確立することで、実際に犯罪に発展する前に防止できる体制や追跡方法を研究しております。 

Ｄ．データベース・フォレンジックの調査・研究 

データベースの改ざん・破壊・漏えいの不正なアクセス手法に対し、法的分野での有用な立証方法としての監

査証跡（監査ログ）のあり方、管理方法について研究しております。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当社における財政状態及び経営成績の分析につきましては、当有価証券報告書に記載している財務諸表に基づき

作成しております。なお、本項における記載事項は当事業年度末現在において判断したものであります。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。当

該財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針については、「第５経理の状況 (1）財務諸表等 重要な会計

方針」に記載しているとおりであります。また当社は財務諸表の作成にあたり、過去の実績や当該取引の状況に照

らして、合理的と考えられる見積り及び判断を行い、その結果を資産・負債の帳簿価額及び収益・費用の金額に反

映しております。また実際の結果は、見積もりによる不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合がありま

す。 

 なお、当社が行っている会計上の見積りのうち、特に重要なものとしては、税効果会計における繰延税金資産に

対して、その予想される将来の課税所得水準及び利用可能なタックスプランニングを基に回収可能性を考慮すると

ともに、保守的会計の観点から、評価性引当額を計上していることであります。 



(2）当事業年度の経営成績及び財政状態の分析 

Ａ．経営成績 

 当事業年度における経営成績の概況につきましては「第２事業の状況 １業績等の概要 (1）業績」に記載の

とおりであります。 

Ｂ．財政状態 

 総資産は、前事業年度末と比較して、212百万円減少し、3,452百万円（5.8％減）となりました。流動資産

は、現金及び預金を有利子負債の削減及び運転資金に充当したことにより、前事業年度末と比較して456百万円

減少し、2,077百万円（18.0％減）となりました。また固定資産は、減価償却を実施したことにより有形固定資

産及び無形固定資産が136百万円減少したものの、エー・アンド・アイ システム株式会社や株式会社ＩＴプロ

フェッショナル・グループとの資本提携により投資有価証券が349百万円増加したことなどにより、前事業年度

末と比較して243百万円増加し、1,375百万円（21.6％増）となりました。 

 負債残高は、前事業年度末と比較して390百万円減少し、1,239百万円（23.9％減）となりました。流動負債

は、短期借入金を返済したことなどにより、前事業年度末と比較して139百万円減少し、919百万円（13.2％減）

となりました。固定負債は、長期借入金と社債を返済・償還したことにより、前事業年度末と比較して250百万

円減少し、319百万円（43.9％減）となりました。 

 資本合計は、新株引受権及び新株予約権が行使されたことや当期利益を計上したことにより、前事業年度末と

比較して177百万円増加し、2,212百万円（8.7％増）となりました。 

  

(3）資本の財源及び資金の流動性の分析 

Ａ．キャッシュ・フロー 

 当事業年度におけるキャッシュ・フローの概況につきましては「第２事業の状況 １業績等の概要 (2）キャ

ッシュ・フロー」に記載のとおりであります。 

Ｂ．資金調達について 

 当社における主な資金需要として、運転資金、設備投資資金、有利子負債の返済及び利息の支払い等がありま

すが、当社はこれらの資金需要を主に営業活動によるキャッシュ・フロー及び金融機関からの借入等によって調

達しております。なお、「第２事業の状況 ４事業等のリスク (8）新株発行による資金調達に関するリスク」

に記載のとおり、平成17年３月25日開催の定時株主総会における特別決議をもって定款変更を実施したことによ

り、将来想定される新株発行による資金調達に関しては株主総会の決議が必要となっております。 

 また、当社では平時の運転資金の調達方法として、金融機関との間でコミットメントライン契約を締結してお

り、当事業年度末における当該契約の未使用残高は1,500百万円となっております。 

(4）経営成績及び財政状態に重要な影響を与える要因について 

 「第２事業の状況 ４事業等のリスク」に記載のとおりであります。 



 (5）中期的な経営戦略 

 当社は、社会インフラとして更に重要となった情報セキュリティ分野において、常に方向性をリードし、安全と

安心を通じて社会に貢献していくために、より一層のサービス向上、技術向上を実現し、信頼に応えられる情報セ

キュリティ企業として成長を目指しております。 

＜成長戦略＞ 

 当社は情報セキュリティ分野におけるリーディングカンパニーとして、将来にわたり先進技術を研究かつ追究

し、顧客の情報資産に対し、常に最適なセキュリティ製品及びサービスを提供し続けることに注力してまいりま

す。最近の情報セキュリティ対策のトレンドでは、個人情報保護法への対応を目的とした情報セキュリティ対策導

入が主流でした。今後はこうした情報セキュリティ対策の運営、維持、保守といった本格的な対策が求められる時

期に入ると見ております。この流れは、情報セキュリティ対策に関わる商品やサービスの多様化を促進し、同時に

当社が提供するサービスへのニーズも、拡大・多様化すると思われます。当社はこれに対処するため、次の戦略に

取り組んでまいります。 

① 既存事業伸長戦略 

ａ）重点顧客戦略 

・業種別に提案内容を整理し、アプローチ方法をモデル化 

・企業における標準的なセキュリティ管理システムをモデル化 

・顧客満足度の高い相談・対応体制の構築 

ｂ）販売パートナー戦略 

・パートナーの特色に応じた商材の絞込みを行い、シナジー効果を追求 

・パートナーと共にエンドユーザーのニーズを的確に受け止める体制を構築 

・提案、販売ツールを充実させ、パートナーへの総合的ソリューション提案を実施 

ｃ）既存サービスの充実戦略 

・ＪＳＯＣセキュリティ監視サービスの内容を充実させ、販売を加速化 

・コンサルティングサービスを充実させ、総合的ソリューション提案を実施 

② 新規事業戦略 

 当社は変化が激しい情報セキュリティ分野において、常に先進的なソリューションを提供すべく、新規サー

ビスの事業化を視野に入れ、次の研究をスタートさせます。 

ａ）情報セキュリティ分野で独自の認定システムを導入し、安心を保障するサービス 

ｂ）データベース・セキュリティ・サービスを強化し、顧客の既存システム見直しを提案 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当社では、主にＪＳＯＣにおいて、業務用サーバ等に46百万円、新サービスを提供するためのソフトウエア開発

に14百万円等、あわせて127百万円の設備投資を実施しました。 

  

２【主要な設備の状況】 

当社の主要な設備の状況は以下のとおりであります。 

 （注）１．従業員数は正社員の就業人員であります。 

２．主要なリース設備は以下のとおりであります。 

 （注）年間リース料には消費税等は含まれておりません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

当社の設備投資については景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案し、策定しております。特にＪＳＯ

Ｃにおいては、監視契約数の増加を考慮に入れたうえで設備の増強を行ってまいります。 

 (1）重要な設備の新設 

 当期における重要な設備の新設はありません。 

(2）重要な設備の除却等の計画 

 当期における重要な設備の除却等の計画はありません。 

  平成17年12月31日現在 

事業所名 
（所在地） 

事業部門別の名称 設備の内容 

帳簿価額 
従業 
員数 
(人) 建物 

（千円） 

器具及び
備品 
（千円） 

ソフトウ
エア 
（千円） 

合計 
（千円） 

本社 

（東京都港区） 

管理部門、ＳＮＳ事

業及びＳＩ事業 

本社業務施設

（賃借） 
26,589 68,481 49,938 145,009 324

ＪＳＯＣ 

（東京都港区） 
ＳＮＳ事業 

セキュリティ監

視センター 

（賃借） 

27,878 112,898 196,293 337,070 69

システム運用管理

センター・お台場 

（東京都江東区） 

ＳＩ事業 

顧客システム運

用業務施設 

（賃借） 

－ － － － 2

韓国オフィス 

（韓国ソウル市） 
ＳＮＳ事業ほか 

セキュリティ検

査業務等施設 
－ － － － 26

事業所名 設備の内容 年間リース料（千円） 

本社他 
コンピュータ及びシステム関連設備他 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
51,018 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）１．「提出日現在発行数」欄には、平成18年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。 

２．当社株式は、日本証券業協会への店頭登録を取り消し、平成16年12月13日付でジャスダック証券取引所に上場

されております。 

(2）【新株予約権等の状況】 

商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規定に基づく新株予約権（ストックオプション）に関する事項は、次の

とおりであります。 

平成14年11月22日臨時株主総会決議 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 212,000 

計 212,000 

種類 
事業年度末現在発行（株） 
（平成17年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年３月31日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 64,998.81 64,998.81 ジャスダック証券取引所 － 

計 64,998.81 64,998.81 － － 

 
事業年度末現在 

（平成17年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） 240 240 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 240 240 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 249,060 249,060 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年１月１日 

至 平成18年12月31日 

自 平成17年１月１日 

至 平成18年12月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  249,060 

資本組入額 124,530 

発行価格  249,060 

資本組入額 124,530 

新株予約権の行使の条件 

当社と対象取締役及び従

業員との間で締結する付

与契約に定めるものとす

る。 

当社と対象取締役及び従

業員との間で締結する付

与契約に定めるものとす

る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 取締役会の承認を要する。



商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規定に基づく新株予約権（ストックオプション）に関する事項は、次の

とおりであります。 

平成17年３月25日定時株主総会決議 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
事業年度末現在 

（平成17年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） 3,000 3,000 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,000 3,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 389,000 389,000 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年６月１日 

至 平成21年５月31日 

自 平成19年６月１日 

至 平成21年５月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  389,000 

資本組入額 194,500 

発行価格  389,000 

資本組入額 194,500 

新株予約権の行使の条件 

当社と対象取締役及び従

業員との間で締結する付

与契約に定めるものとす

る。 

当社と対象取締役及び従

業員との間で締結する付

与契約に定めるものとす

る。 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 取締役会の承認を要する。

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年５月11日 

（注１） 
300 5,600 111,000 376,000 111,000 111,000 

平成13年12月１日 

（注２） 
50,400 56,000 － 376,000 － 111,000 

平成14年４月24日 

（注３） 
3,000 59,000 255,000 631,000 591,000 702,000 

平成16年３月26日 

（注４） 
－ 59,000 － 631,000 △417,872 284,127 

平成16年９月10日 

（注５） 
4,287.24 63,287.24 400,000 1,031,000 400,000 684,127 

平成16年９月13日 

（注６） 
1,061.57 64,348.81 100,000 1,131,000 100,000 784,127 

平成16年１月１日～ 

平成16年12月31日 

（注７） 

257 64,605.81 9,509 1,140,509 9,509 793,636 

平成17年１月１日～ 

平成17年12月31日 

（注８） 

393 64,998.81 18,917 1,159,426 18,917 812,554 



 （注）１．有償第三者割当 

発行価格     740千円 

資本組入額    370千円 

割当先は三菱商事㈱であります。 

２．株式分割１株を10株に分割 

３．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格    282,000円 

資本組入額    85,000円 

払込金総額  846,000千円 

４．資本準備金の減少は欠損てん補によるものであります。 

５．第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の転換 

社債総金額   800,000千円 

額面総額    800,000千円 

転換価格    186,600円 

交付株式数    4,287株 

買取請求端株数   0.24株 

資本組入額   400,000千円 

６．第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の転換 

社債総金額   200,000千円 

額面総額    200,000千円 

転換価格    188,400円 

交付株式数    1,061株 

買取請求端株数   0.57株 

資本組入額   100,000千円 

７．旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使 257株 

８．旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権及び新株予約権の行使（当期行使の合計） 393株 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式は170.81株であり、170株は「個人その他」の欄に、0.81株は「端株の状況」に記載しておりま

す。 

    ２．「その他の法人」の欄には証券保管振替機構名義の株式が、4株含まれております。 

  平成17年12月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 7 20 50 5 2 4,968 5,052 － 

所有株式数

（株） 
－ 5,432 1,370 5,271 294 4 52,627 64,998 0.81 

所有株式数の

割合（％） 
－ 8.35 2.11 8.11 0.45 0.01 80.96 100.0 － 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4株含まれております。また「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数4個が含まれております。 

    ２．端株の0.81株はすべて自己名義所有株式であります。 

  平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三柴 元 千葉県船橋市三山4-8-8 28,150 43.3 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内2-6-3 3,000 4.6 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 1,677 2.6 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社(信託口4) 
東京都中央区晴海1-8-11 1,526 2.3 

ラック従業員持株会 東京都港区東新橋1-5-2 1,336 2.1 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社(信託口) 
東京都中央区晴海1-8-11 1,162 1.8 

三輪 信雄 東京都港区芝3-8-2-2509 1,000 1.5 

エー・アンド・アイシステム

株式会社 
東京都中央区日本橋箱崎町1-2 1,000 1.5 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社(信託口) 
東京都港区浜松町2-11-3 897 1.4 

大橋 洋一 神奈川県横浜市都筑区牛久保2-8-22 800 1.2 

計 － 40,548 62.4 

  平成17年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式 170 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 64,828 64,828 － 

端株 普通株式 0.81  － － 

発行済株式総数 64,998.81 － － 

総株主の議決権 － 64,828 － 



②【自己株式等】 

 （注）上記のほか、自己名義所有株式が0.81株あります。なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「端株」欄に含

まれております。 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規定

に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

（平成14年11月22日臨時株主総会決議） 

商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役、監査役、従業員及び顧問、従業員として

採用を予定する者、コンサルタント等並びに取引先に対して特に有利な条件をもって新株予約権を付与すること

を、平成14年11月22日の臨時株主総会において特別決議されたものであります。 

当該制度の内容は次のとおりであります。 

（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとす

る。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的と

なる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものと

する。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が

新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２．新株予約権発行日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

        また、新株予約権発行日後、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分（新株予約

権、平成14年４月１日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く。）

を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  平成17年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ラック 

東京都港区新橋 

三丁目26番４号 

新橋相互ビル304号 

170 － 170 0.26 

計 － 170 － 170 0.26 

決議年月日 平成14年11月22日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社の取締役、監査役、従業員及び顧問、従業員とし

て採用を予定する者、コンサルタント等並びに取引先 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上（注１） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注２） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率 

 
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額 ×
新規株式発行前の１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



（平成17年３月25日定時株主総会決議） 

商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役及び執行役員で当社取締役会にて承認され

た者に対して特に有利な条件をもって新株予約権を付与することを、平成17年３月25日開催の定時株主総会にお

いて特別決議されたものであります。 

当該制度の内容は次のとおりであります。 

（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとす

る。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的と

なる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものと

する。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が

新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２．新株予約権１個当たりの払込金額は、次により決定される１株当たりの払込金額に新株予約権１個当た

りの株式数を乗じた金額とする。払込金額は、新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引

が成立しない日を除く。）におけるジャスダック証券取引所における当社普通株式の取引の終値（以下

「終値」と言う。）の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端株は切り上げ）とする。ただし、当該

金額が新株予約権発行日の前営業日（取引が成立しない場合は、それに先立つ直近日）の終値を下回る

場合は、当該終値とする。 

なお、新株予約権発行日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を

調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

        また、新株予約権発行日後、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分（新株予約

権、平成14年４月１日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く。）

を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

決議年月日 平成17年３月25日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社の取締役及び執行役員で当社取締役会にて承認さ

れた者 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上（注１） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注２） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率 

 
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額 ×
新規株式発行前の１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 【株式の種類】普通株式 

 イ【定時総会決議による買受の状況】 

   該当事項はありません。 

 ロ【子会社からの買受の状況】 

   該当事項はありません。 

 ハ【取締役会決議による買受の状況】 

  

 ニ【取得自己株式の処理状況】 

   該当事項はありません。 

  

 ホ【自己株式の保有状況】 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注）平成17年３月25日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、商法第211条ノ３第１

項第２号の規定により、取締役会の決議をもって自己株式を買い受けることができる。」旨を定款に定め

ております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月30日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 

（平成17年９月30日決議） 
200 60,000,000 

 前決議期間における取得自己株式 170 58,971,000 

 残存決議株式数及び価額の総額 30 1,029,000 

 未行使割合（％） 15.0 1.7 

  平成18年３月30日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 170 

  平成18年３月30日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円） 

自己株式取得に係る決議 － － － 



３【配当政策】 

当社は、株主資本利益率（ＲＯＥ）の向上を経営の重要課題に据え、利益配分につきましては、企業体質の強化

と将来の事業拡大に備えるため内部留保の充実を図るとともに、経営成績に応じた配当を実施していくことを基本

方針としております。 

また、経営環境の変化に対応するとともに、資本効率の向上をはかるため自己株式の取得も適宜実施してまいりま

す。 

当事業年度の利益配当金は、株主の皆様に対し収益状況に応じた適切な利益還元を行うことを念頭に置き、企業

体質の強化と将来の事業展開等に備えた内部留保の充実を総合的に勘案のうえ、１株につき1,000円といたしまし

た。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業

協会の公表のものであります。なお、第19期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表の

ものであります。 

また、平成14年４月24日付をもって同協会に株式を登録いたしましたので、それ以前の株価について該当事項は

ありません。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

最高（円） － 865,000 230,000 
209,000 

※290,000 
546,000 

最低（円） － 175,000 90,000 
155,000 

※106,000 
198,000 

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 461,000 466,000 402,000 368,000 359,000 380,000 

最低（円） 406,000 385,000 290,000 302,000 302,000 302,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役社長 

(代表取締役) 
 三輪 信雄 昭和36年10月28日生 

昭和60年４月 住友ゴム工業株式会社入社 

平成２年３月 当社入社 

平成６年７月 取締役就任 西日本営業技術部

長 

平成９年３月 取締役辞任 

 ネットワークセキュリティ事業

部長 

平成10年４月 取締役就任 ネットワークセキ

ュリティ担当 

平成11年４月 不正アクセス対策事業本部長 

平成13年１月 コンピュータセキュリティ研究

所長 

平成13年３月 常務取締役就任 

平成14年５月 セキュアネットサービス事業企

画管掌 

平成15年７月 取締役就任 セキュアネットサ

ービス事業統括本部長 

平成15年９月 代表取締役社長就任（現任） 

平成17年１月 執行役員就任（現任） 

1,000 

取締役 

システムソリ

ューション事

業本部長 

髙梨 輝彦 昭和26年12月19日生 

昭和48年４月 株式会社日本コンピューター・

サービスセンター（現情報技術

開発株式会社）入社 

昭和61年９月 当社入社 技術部長 

昭和62年４月 取締役就任 技術部長 

平成11年４月 常務取締役就任 営業技術管掌 

平成12年４月 営業本部長 

平成13年１月 システム開発本部長 

平成14年５月 セキュアネットサービス事業統

括管掌 

平成15年１月 事業開発推進担当 

平成15年７月 取締役就任（現任） システムソ

リューション事業本部長 

平成17年１月 執行役員就任（現任） 

平成18年１月 ＳＩ事業本部長（現任） 

800 

取締役 
管理本部長 

大橋 洋一 昭和26年12月１日生 

昭和47年２月 株式会社日本コンピューター・

サービスセンター（現情報技術

開発株式会社）入社 

昭和61年９月 当社入社 総務部長 

昭和62年４月 取締役就任 総務部長 

平成11年４月 常務取締役就任 総務経理管掌 

平成12年４月 管理本部長（現任） 

平成15年７月 取締役就任（現任） 

平成17年１月 執行役員就任（現任） 

800 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役 
ＳＮＳ事業本

部長 
西本 逸郎 昭和33年９月28日生 

昭和59年４月 株式会社日本コンピューター・

サービスセンター（現情報技術

開発株式会社）入社 

昭和61年10月 当社入社 

平成２年10月 大阪事業部長 

平成３年４月 取締役就任 大阪事業部長 

平成９年３月 取締役辞任 

 流通システム部長 

平成11年４月 取締役就任（現任） 技術開発

本部長 

平成13年１月 不正アクセス対策事業本部長 

平成14年５月 セキュアネットサービス事業本

部長 

平成15年１月 ＪＳＯＣ事業本部長 

平成17年１月 執行役員就任（現任） 

平成17年１月 ＳＮＳ事業本部長（現任） 

平成17年５月 株式会社ＩＴプロフェッショナ

ル・グループ監査役就任（現

任） 

180 

取締役 
ＳＮＳ営業本

部長 
齋藤 理 昭和31年11月17日生 

昭和58年10月 株式会社ハイテックインターナ

ショナルカンパニー入社 

平成13年５月 当社入社 

平成13年７月 コンピュータセキュリティ研究

所ISMS部長 

平成13年10月 営業本部技術政策部長 

平成14年５月 営業本部SPS部長 

平成15年１月 SNS営業本部第一営業部長 

平成16年２月 SNS営業本部副本部長 

平成16年７月 SNS営業本部長（現任） 

平成17年１月 執行役員就任（現任） 

平成18年３月 取締役就任（現任）  

140 

常勤監査役  畑 康徳 昭和12年３月30日生 

昭和35年４月 ドットウエル・カンパニー・リ

ミテッド入社 

昭和39年11月 日本アイ・ビー・エム株式会社

入社 

平成４年11月 ユニテックリファインド株式会

社（現株式会社サンライズテク

ノロジー）入社 

 常務取締役就任 

平成６年６月 ヒラボウ株式会社取締役就任 

平成７年２月 当社入社 常務取締役就任 開

発営業本部長 

平成８年２月 コンサルタントとして独立 

平成12年10月 当社常勤監査役就任（現任） 

－ 

監査役  淡島 章一 昭和８年９月４日生 

昭和28年４月 川口税務署 

平成３年７月 芝税務署 署長 

平成４年９月 税理士登録 淡島章一税理士事

務所設立（現任） 

平成13年３月 当社監査役就任（現任） 

20 

監査役  東松 文雄 昭和24年７月20日生 

昭和48年４月 司法修習生 

昭和50年４月 東京地方裁判所 判事補 

昭和62年４月 岐阜地方裁判所 判事 

昭和63年４月 弁護士登録 

平成６年１月 ふじ合同法律事務所設立 

平成13年３月 当社監査役就任（現任） 

平成13年10月 法律事務所東松設立（現任） 

－ 

    計 2,940 



（注）１．監査役淡島章一及び東松文雄は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１項に定める社

外監査役であります。 

   ２．当社では、迅速かつ的確な経営の意思決定とともに業務執行及びその監督にかかる経営管理機構の強化を図る

ため、執行役員制度を導入しております。 

     執行役員は６名で、社長三輪信雄、システムソリューション事業本部長髙梨輝彦、管理本部長大橋洋一、ＳＮ

Ｓ事業本部長西本逸郎、経営企画本部長白石通紀、ＳＮＳ営業本部長齋藤理で構成されております。 

   ３．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名を選任しております。補欠

監査役の略歴は次のとおりであります。 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

網野 猛美 昭和19年11月12日生 

昭和44年７月 東洋工業株式会社（現マツダ株式会社）入社 

昭和54年４月 弁護士登録 熊谷総合法律事務所入所 

昭和62年４月 埼玉北部法律事務所設立（現任） 

平成13年４月 本庄ガス株式会社監査役就任（現任） 

20 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、企業活動を支えている全てのステークホルダーに良好な関係を築き、長期にわたり継続的な成長を遂げ

ていく上で、コーポレート・ガバナンスの確立が不可欠であると認識しております。その実現を目指して、法令順

守体制・リスク管理体制の確立、社会的責任への取り組み、それに適切な内部統制システムを維持するため、企業

風土の醸成に取り組んでおります。 

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況 

①会社の機関の基本説明 

 株主総会は、商法及び定款に定められた重要な事項を決議する最高機関であるとともに、株主の皆様の当社に対

する率直なご質問やご意見を頂戴し、会社運営に対する相互理解の場としても重要であると認識しており、その目

的に適した総会の運営に努めております。 

当社は監査役制度採用会社であります。当事業年度末現在、取締役は４名（全員社内取締役）であり、取締役会

は経営方針・戦略などの重要な業務執行に関する意思決定及び代表取締役ならびに取締役の業務執行を監督する機

関として、運営しております。 

監査役は、社外監査役２名を含む３名で、定期的に監査役会を開催し、また取締役の業務執行を監督する機関と

して公正な監査を行うため、取締役会への出席、現場での意見聴取など中立かつ客観的立場からのチェック・助言

等を行っております。 

  

②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 当社では、経営環境の変化に迅速に対応するため、毎月１回定時取締役会を、必要に応じて臨時取締役会を開催

するとともに、理事職以上のメンバーで構成されるボードミーティングを毎週１回開催することで、経営及び業務

執行に関する活発な審議や意見交換を実施しております。 

 また当社は執行役員制度を導入し、取締役会を経営方針の決定及び業務執行の監督を行う機関として明確に位置

づけ、経営判断を行う商法上の取締役と業務執行を担う執行役員とを分離し、責任を明確にして取締役会の活性化

及び執行役員会の活用による意思決定の迅速化ならびに業務執行の強化等、コーポレート・ガバナンスの充実に向

け取り組んでおります。 

 なお、以下の図は会社の機関の内容及び内部統制のシステムを示したものであります。 

  



③内部監査及び監査役監査の状況 

 内部監査については、社長直属の内部監査室を設置し、専任のスタッフ１名がおります。内部監査業務は各部署

の業務が法令、定款及び社内諸規則等に従い運営されているかの評価・指導を実施し、また、監査役及び会計監査

人である公認会計士との相互連携により内部統制に取り組んでおります。 

 監査役監査は、監査役会で定められた監査方針に基づき、取締役会・執行役員会等の会議体に出席するととも

に、各部署の業務を監督することにより、社内における内部牽制機能を働かせております。また、監査役は内部監

査室や会計監査人と情報の共有化を図り、監査機能の充実に努めつつ、会社の健全な発展と経営目標の達成に寄与

すべく、独立かつ公正で客観的な立場から監査を実施しております。 

  

④会計監査の状況 

 会計監査につきましては、新日本監査法人との間で監査契約を締結し、年度及び半期の会計監査を受けておりま

す。当期において業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務に係る補助者の構成については以下のとおりであ

ります。なお、会計監査人と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 (注)継続監査年数につきましては全員７年以内であるため、記載を省略しております。また、同監査法人はすでに

自主的に、業務執行社員について当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措置をとってお

ります。 

  

⑤社外取締役及び社外監査役との関係 

 当社の社外監査役は、税理士、弁護士各１名就任しており、うち１名が当社株式20株を所有しておりますが、当

社との間には、重要な利害関係はありません。 

  

(2）リスク管理体制の整備の状況 

 当社では、事件、事故、自然災害といった、様々なリスクに備えるための危機管理委員会を設置し、想定される

リスクに対して円滑に対処するための予防策、教育、訓練、設備の準備などを行っております。 

 また、情報資産の管理については、当社が情報セキュリティ分野において社会に貢献する企業を目指しているこ

とから特に注意を払っており、情報セキュリティポリシーを始めとする諸規程を制定し、情報資産を保護するため

に必要な運営、管理に取り組むとともに、セキュリティレベルの維持、向上に努めております。 

  

(3）役員報酬の内容 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は次のとおりであります。 

  取締役に対する報酬  75,700千円 

（社外取締役は選任されておりません。また、当事業年度中に退任した取締役への報酬が含まれております。）

監査役に対する報酬  13,200千円（うち社外監査役に対する報酬 4,800千円） 

(4）監査報酬の内容 

当社は新日本監査法人との間で、商法特例法に基づく監査と証券取引法に基づく監査について監査契約を締結

し、当該契約に基づき報酬を支払っております。当事業年度における監査報酬は次のとおりであります。 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の金額  12,000千円 

    なお、上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

業務を執行した公認会計士の氏名 原田恒敏、上林三子雄 

所属する監査法人 新日本監査法人 

監査業務に係る補助者の構成 公認会計士３名 

会計士補７名 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日

内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第19期事業年度（平成16年１月１日から平成16年12月31日ま

で）及び第20期事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）の財務諸表について、新日本監査法人によ

り監査を受けております。 

３．連結財務諸表について 

 当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   1,130,290   491,006  

２．受取手形  ※３   2,130   924  

３．売掛金   1,095,323   1,191,786  

４．仕掛品   160,569   164,704  

５．貯蔵品    －   9,557  

６．前渡金   3,086   74,289  

７．前払費用   131,749   120,742  

８．その他   10,307   24,018  

９．貸倒引当金   △221   －  

流動資産合計   2,533,236 69.1  2,077,030 60.2 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物  91,964   94,508   

減価償却累計額  30,264 61,699  40,040 54,468  

(2）器具及び備品  374,715   473,243   

減価償却累計額  230,975 143,740  291,863 181,380  

有形固定資産合計   205,439 5.6  235,848 6.8 

２．無形固定資産        

(1）ソフトウエア   406,184   246,231  

(2）ソフトウエア仮勘定   6,819   －  

(3）その他   2,820   2,820  

無形固定資産合計   415,824 11.4  249,052 7.2 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   100,280   450,155  

(2）長期前払費用   551   17,508  

(3）差入保証金    409,202   403,116  

(4）その他   0   19,418  

投資その他の資産合計   510,034 13.9  890,200 25.8 

固定資産合計   1,131,298 30.9  1,375,101 39.8 

資産合計   3,664,535 100.0  3,452,132 100.0 

        
 



  
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   312,175   270,657  

２．短期借入金    50,000   －  

３．１年内返済予定長期借
入金 

   280,500   240,000  

４．１年内償還予定社債   96,000   60,000  

５．未払金   126,841   140,974  

６．未払費用   45,235   37,565  

７．未払法人税等   2,700   18,909  

８．未払消費税等   61,649   40,606  

９．前受金   36,521   44,643  

10．預り金   47,344   53,809  

11．その他   500   12,304  

流動負債合計   1,059,468 28.9  919,471 26.6 

Ⅱ 固定負債        

１．社債   60,000   －  

２．長期借入金    510,000   270,000  

３．繰延税金負債     －   30,428  

４．その他     －   19,418  

固定負債合計   570,000 15.6  319,847 9.3 

負債合計   1,629,468 44.5  1,239,318 35.9 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※１  1,140,509 31.1  1,159,426 33.6 

Ⅱ 資本剰余金         

１．資本準備金  ※４ 793,636   812,554   

資本剰余金合計   793,636 21.7  812,554 23.5 

Ⅲ 利益剰余金         

１．当期未処分利益  101,098   255,627   

利益剰余金合計   101,098 2.7  255,627 7.4 

Ⅳ その他有価証券評価差額 
  金 

   － －  44,352 1.3 

Ⅴ 自己株式 ※２  △176 0.0  △59,147 △1.7 

資本合計   2,035,066 55.5  2,212,813 64.1 

負債・資本合計   3,664,535 100.0  3,452,132 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．セキュアネットサービ
ス売上高 

 3,087,921   3,792,835   

２．システムインテグレー
ション売上高 

 2,112,310 5,200,232 100.0 2,048,429 5,841,264 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２       

１．セキュアネットサービ
ス売上原価 

 2,298,858   2,689,109   

２．システムインテグレー
ション売上原価 

 1,552,008 3,850,866 74.1 1,523,562 4,212,671 72.1 

売上総利益   1,349,365 25.9  1,628,593 27.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2  1,125,389 21.6  1,400,012 24.0 

営業利益   223,976 4.3  228,580 3.9 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  33   16   

２．受取配当金  2,225   7,625   

３．保険金収入  1,067   924   

４．その他  3,130 6,456 0.1 3,263 11,829 0.2 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  34,608   25,674   

２．社債利息  486   257   

３．財務手数料  11,051   9,480   

４．新株発行費  8,936   －   

５．社債発行費  7,142   －   

６．その他  2,904 65,129 1.2 217 35,628 0.6 

経常利益   165,302 3.2  204,781 3.5 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益  2,000   －   

２．会員権売却益   －   1,719   

３．貸倒引当金戻入額  472 2,472 0.0 221 1,940 0.0 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※３ 18,764   22,792   

２．本社移転費用  44,557   －   

３．受託開発補償損失  ※４  655   －   

４．たな卸資産評価損   － 63,976 1.2 26,701 49,493 0.8 

税引前当期純利益   103,798 2.0  157,229 2.7 

法人税、住民税及び事
業税 

 2,700   2,700   

法人税等調整額  － 2,700 0.1 － 2,700 0.1 

当期純利益   101,098 1.9  154,529 2.6 

前期繰越利益   －   101,098  

当期未処分利益   101,098   255,627  

        



売上原価明細書 

(1）セキュアネットサービス売上原価明細書 

  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 購入品費  773,114 34.7 961,929 35.0 

Ⅱ 労務費  757,275 33.9 933,410 33.9 

Ⅲ 外注費  95,034 4.3 191,380 7.0 

Ⅳ 経費 ※１ 604,775 27.1 663,508 24.1 

当期総製造費用  2,230,200 100.0 2,750,228 100.0 

期首仕掛品棚卸高  221,414  142,266  

計  2,451,614  2,892,495  

他勘定振替高 ※２ 7,789  20,377  

期末仕掛品棚卸高  144,966  183,007  

当期セキュアネットサ
ービス売上原価 

 2,298,858  2,689,109  

      

前事業年度 当事業年度 

原価計算の方法は個別原価計算によっております。 原価計算の方法は個別原価計算によっております。 

※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。 

減価償却費 219,832千円

地代家賃 115,981千円

支払手数料 149,330千円

通信費 50,516千円

消耗品費 14,127千円

減価償却費       188,916千円

地代家賃 130,353千円

支払手数料 153,605千円

通信費 39,989千円

賃借料 47,108千円

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

ソフトウエア仮勘定 6,819千円

器具及び備品 970千円

器具及び備品 20,377千円



(2）システムインテグレーション売上原価明細書 

  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 購入品費  32,010 2.1 11,595 0.8 

Ⅱ 労務費  926,983 61.1 929,204 61.2 

Ⅲ 外注費  428,390 28.3 428,108 28.2 

Ⅳ 経費 ※ 129,236 8.5 148,533 9.8 

当期総製造費用  1,516,620 100.0 1,517,442 100.0 

期首仕掛品棚卸高  53,690  18,302  

計  1,570,311  1,535,745  

他勘定振替高  －  －  

期末仕掛品棚卸高  18,302  12,182  

当期システムインテグ
レーション売上原価 

 1,552,008  1,523,562  

      

前事業年度 当事業年度 

原価計算の方法は個別原価計算によっております。 原価計算の方法は個別原価計算によっております。 

※ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 

地代家賃 64,255千円

通信費 16,950千円

減価償却費 9,911千円

賃借料 8,248千円

旅費交通費 6,906千円

消耗品費 6,664千円

地代家賃 86,858千円

通信費 17,805千円

減価償却費 2,589千円

賃借料 9,602千円

旅費交通費 7,312千円

消耗品費 7,627千円



③【キャッシュ・フロー計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税引前当期純利益  103,798 157,229 

減価償却費  283,530 239,859 

受取利息及び受取配当
金 

 △2,258 △7,641 

支払利息、社債利息及
び財務手数料 

 46,146 35,411 

新株発行費及び社債発行
費 

 16,078 － 

為替差損益（差益:△）  △890 183 

貸倒引当金戻入額  △472 △221 

有形固定資産除却損  8,994 － 

無形固定資産除却損  6,653 22,792 

たな卸資産評価損   － 26,701 

長期前払費用除却損  3,116 － 

投資有価証券売却益  △2,000 － 

売上債権の増減額 
（増加：△） 

 △414,653 △95,256 

たな卸資産の増減額 
（増加：△） 

 114,535 △60,771 

前払費用の増減額 
（増加：△） 

 △15,243 3,220 

仕入債務の増減額 
（減少：△） 

 219,106 △41,517 

前渡金の増減額 
（増加：△） 

 － △71,202 

未払金の増減額 
（増加：△） 

 71,796 △1,184 

未払消費税等の増減額 
（減少：△） 

 23,176 △21,043 

その他  △5,121 36,331 

小計  456,294 222,890 

利息及び配当金の受取
額 

 2,258 7,643 

利息及び財務手数料の
支払額 

 △37,668 △55,208 

法人税等の支払額  △680 △2,700 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 420,204 172,624 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

定期預金の預入による
支出 

 △10,000 － 

定期預金の払戻による
収入 

 20,105 10,000 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △40,878 △73,481 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △18,765 △20,209 

差入保証金の差入によ
る支出 

 △12,171 － 

差入保証金の回収によ
る収入 

 113,544 6,085 

長期預り金の受入によ
る収入 

 38,676 － 

長期預り金の返却によ
る支出 

 △38,676 － 

投資有価証券の取得に
よる支出 

 － △275,093 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 8,000 － 

その他投資の回収によ
る収入  

 － 1,720 

その他固定資産の増減
額（増加：△）  

 － △3,150 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 59,834 △354,128 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

短期借入金の増減額 
（減少：△） 

 △338,000 △50,000 

社債の償還による支出  △96,000 △96,000 

長期借入金の返済によ
る支出 

 △249,410 △280,500 

転換社債の発行による
収入 

 ※２  1,000,000 － 

株式の発行による収入  19,018 37,835 

株式及び社債の発行に
よる支出 

 △16,078 － 

自己株式の取得による
支出 

 △176 △58,971 

配当金の支払額  － 38 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 319,352 △447,598 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 890 △183 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額（減少額：△） 

 800,281 △629,284 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 320,009 1,120,290 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※１ 1,120,290 491,006 

    



④【利益処分計算書】 

  
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年３月25日） 

当事業年度 
株主総会日 

（平成18年３月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   101,098  255,627 

Ⅱ 利益処分額          

  １．配当金  － － 64,828 64,828 

 Ⅲ 次期繰越利益   101,098  190,799 

      



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

   時価のあるもの 

  ─────── 

  

  

  

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算日の市場価格に基づく時価法 

   なお、評価差額は全部資本直入法 

  により処理し、売却原価は移動平均 

  法により算定しております。  

時価のないもの 

同  左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

 時価法 

デリバティブ 

 同  左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

仕掛品 

個別法による原価法 

(1)仕掛品 

同  左 

 ─────── (2)貯蔵品 

 移動平均法による原価法 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用しております。な

お、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

(1）有形固定資産 

同  左 

 建物 ８～18年

器具及び備品 ３～15年

 

 (2）無形固定資産 

定額法 

 なお、市場販売目的のソフトウエア

については、見込使用可能期間（３

年）による定額法を、自社利用のソフ

トウエアについては、社内における利

用可能期間（５年）による定額法を採

用しております。 

(2）無形固定資産 

同  左 

 (3）長期前払費用 

定額法 

(3）長期前払費用 

同  左 

５．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 

支出時に全額費用として処理してお

ります。 

─────── 

  

 (2）社債発行費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

─────── 

  

６．外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同  左 

７．引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

貸倒引当金 

同  左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

８．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同  左 

９．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たしている金利

スワップのみを実施しており、特例処

理によっております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップは特例処理の要件を満

たしており、特例処理によっておりま

す。 

 通貨オプションは繰延ヘッジ処理に

よっております。 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ対象  ヘッジ手段 

借入金 ・・・金利スワップ

   

ヘッジ対象  ヘッジ手段 

借入金 ・・・ 金利スワップ 

外貨建予定取引 ・・・  通貨オプション 

 (3）ヘッジ方針 

 借入金に係る金利変動リスクの回避

を目的としてデリバティブ取引を行っ

ております。 

(3）ヘッジ方針 

借入金に係る金利変動リスク並びに外

貨建予定取引にかかる為替変動リスク

の回避を目的として、デリバティブ取

引を行っております。 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を満

たしており、その判定をもって有効性

の判定に代えております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップについは特例処理の要

件を満たしており、その判定をもって

有効性の判定に代えております。 

 また、通貨オプションについてはヘ

ッジ対象となる通貨オプションの通貨

種別、期日、金額の同一性を確認する

ことにより有効性を判定しておりま

す。 

 (5）その他 

 ヘッジ取引の契約は、管理本部長の

申請により社長の承認を得て行ってお

ります。 

(5）その他 

同  左 

10．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同  左 

11．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税の会計処理 

同  左 



表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（キャッシュ・フロー計算書） （キャッシュ・フロー計算書） 

前事業年度まで営業キャッシュ・フローの「その他」

に含めて表示していた「未払金の増減額（減少：△）」

は、金額的重要性が増したため、区分掲記することに変

更しました。 

なお、前事業年度の「その他」に含まれている「未払

金の増減額（減少：△）」は△11,873千円であります。 

───────  

───────  

  

前事業年度まで営業キャッシュ・フローの「その他」

に含めて表示していた「前渡金の増減額（増加：△）」

は、金額的重要性が増したため、区分掲記することに変

更しました。 

なお、前事業年度の「その他」に含まれている「前渡金

の増減額（増加：△）」は147千円であります。  



追加情報 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 ──────  （法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上

の表示方法） 

 実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表された

ことに伴い、当事業年度から同実務対応報告に基づき、法

人事業税の付加価値割及び資本割16,209千円を販売費及び

一般管理費として処理しております。 

    



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成16年12月31日） 

当事業年度 
（平成17年12月31日） 

※１．授権株式数及び発行済株式総数 ※１．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 212,000株

発行済株式総数 64,605.81株

授権株式数      212,000株

発行済株式総数      64,998.81株

（すべて普通株式） （すべて普通株式） 

※２．自己株式 

当社が所有する自己株式の数は、普通株式0.81株

であります。 

※２．自己株式 

当社が所有する自己株式の数は、普通株式170.81

株であります。 

※３．期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当期末日

が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれております。 

  受取手形             794千円 

※３．─────── 

  

※４．────── 

   

※４．平成16年３月26日開催の定時株主総会において次 

   の欠損てん補を行っております。 

資本準備金 417,872千円

利益準備金 2,562千円

５．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。これら契約に基づく当事業

年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

５．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契

約を締結しております。これら契約に基づく当事業

年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額 
900,000千円

借入実行残高 600,000千円

差引額 300,000千円

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額 
   1,900,000千円

借入実行残高      400,000千円

差引額    1,500,000千円

６．─────── ６．配当制限 

        商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は44,352

千円であります。 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は51.3％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は48.7％

であります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は54.3％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は45.7％

であります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

給与手当等 506,882千円

役員報酬 68,001千円

地代家賃 166,628千円

減価償却費 53,786千円

支払手数料 68,755千円

給与手当等        534,167千円

役員報酬       88,900千円

地代家賃        191,200千円

減価償却費       48,082千円

支払手数料       76,395千円

※２．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

42,562千円 

※２．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

      124,918千円 

※３．固定資産除却損の内訳 ※３．固定資産除却損の内訳 

建物 7,162千円

器具及び備品 1,832千円

ソフトウエア 6,653千円

長期前払費用 3,116千円

ソフトウエア      22,792千円

※４．受託開発補償損失は、当社が開発・納品したコン

ピューターシステムが、正常に作動しなかったこと

により、ユーザー側で負担した対応費用等を補填し

たために発生したものであります。 

※４．─────── 



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成16年12月31日現在） （平成17年12月31日現在） 

現金及び預金勘定 1,130,290千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △10,000千円

現金及び現金同等物 1,120,290千円

現金及び預金勘定      491,006千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金      －千円

現金及び現金同等物      491,006千円

※２．重要な非資金取引の内容  ※２.──────── 

転換社債の転換による資本金増加額 500,000千円

転換社債の転換による資本準備金増

加額 
500,000千円

転換による社債減少額 1,000,000千円

  



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具及び備品 90,513 35,986 54,526 

ソフトウエア 108,828 47,892 60,936 

合計 199,341 83,878 115,463 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具及び備品 130,675 55,104 75,570 

ソフトウエア 115,144 69,307 45,837 

合計 245,820 124,412 121,408 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 38,993千円

１年超 81,436千円

合計 120,430千円

１年内       45,478千円

１年超       80,433千円

合計        125,911千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 52,819千円

減価償却費相当額 40,059千円

支払利息相当額 2,911千円

支払リース料       51,018千円

減価償却費相当額       47,992千円

支払利息相当額      2,584千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同  左 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成16年12月31日現在） 

１．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

２．時価のない主な有価証券の内訳 

当事業年度（平成17年12月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

    ２．時価のない主な有価証券の内訳 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

8,000 2,000 － 

 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

 非上場株式 
100,280 

  種類 取得原価（千円） 貸借対照表計上額（千円） 差額（千円） 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 
 株式 260,843 335,625 74,781 

合計   260,843 335,625 74,781 

 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

 非上場株式 
114,530 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(1）取引の内容 

当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワ

ップ取引であります。 

(1）取引の内容 

当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワ

ップ取引及び通貨オプション取引であります。 

(2）取引に対する取組方針 

当社のデリバティブ取引は、将来の金利変動による

リスク回避を目的としており、投機的な取引は行わな

い方針であります。 

(2）取引に対する取組方針 

当社のデリバティブ取引は、将来の金利変動及び為

替変動のリスクの低減を目的としており、投機的な取

引は行わない方針であります。 

(3）取引の利用目的 

当社のデリバティブ取引は、借入金利の将来の金利

市場における利率上昇による変動リスクを回避する目

的で利用しております。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

(3）取引の利用目的 

当社のデリバティブ取引は、金利関連では借入金利

の将来の金利市場における利率上昇による変動リスク

を回避する目的で、通貨関連では外貨建債務の為替変

動リスクを回避する目的で利用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

① ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たしている金利スワップのみを

実施しており、特例処理によっております。 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップは特例処理の要件を満たしており、特

例処理によっております。 

 通貨オプションは繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ対象  ヘッジ手段 

借入金 ・・・ 金利スワップ 

   

ヘッジ対象  ヘッジ手段 

借入金 ・・・ 金利スワップ 

外貨建予定取引 ・・・ 通貨オプション 

③ ヘッジ方針 

借入金に係る金利変動リスクの回避を目的として

デリバティブ取引を行っております。 

③ ヘッジ方針 

 借入金に係る金利変動リスク並びに外貨建予定取引

に係る為替変動リスクの回避を目的として、デリバテ

ィブ取引を行っております 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満たしており、そ

の判定をもって有効性の判定に代えております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップについては特例処理の要件を満たして

おり、その判定をもって有効性の判定に代えておりま

す。 

 また、通貨オプションについてはヘッジ対象となる

通貨オプションの通貨種別、期日、金額の同一性を確

認することにより有効性を判定しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを

有しておりますが、取引相手先を高格付の金融機関に

限定しているため、信用リスクはほとんどないと認識

しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引及び通貨オプションは市場金利の

変動によるリスクを有しておりますが、取引相手先を

高格付の金融機関に限定しているため、信用リスクは

ほとんどないと認識しております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の執行・管理については、管理本

部長の申請により社長の承認を得て行っております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同  左 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引のみの

ため、「取引の時価等に関する事項」は開示の対象か

ら除いております。 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

同  左 



２．取引の時価等に関する事項 

前事業年度（平成16年12月31日現在） 

 ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引のみのため該当事項はありません。 

当事業年度（平成17年12月31日現在） 

 ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引のみのため該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

前事業年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

（単位：千円） （単位：千円） 

繰延税金資産  

繰越欠損金 250,509 

事業撤退損失否認 50,045 

会員権評価損否認 4,680 

未払事業所税 2,979 

たな卸資産評価損否認 6,031 

その他 131 

繰延税金資産の小計 314,377 

評価性引当額 △314,377 

繰延税金資産の合計 － 

繰延税金資産  

繰越欠損金 167,855 

事業撤退損失否認 46,890 

会員権評価損否認 3,744 

未払事業所税 3,183 

たな卸資産評価損否認 11,966 

 未払事業税 6,597 

その他 29 

繰延税金資産の小計 240,263 

評価性引当額 △240,263 

繰延税金資産の合計 － 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △44,352 

繰延税金負債計 △44,352 

繰延税金負債の純額 △44,352 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

法定実効税率 40.7 ％ 

評価性引当金 △46.5  

住民税均等割 2.6  

交際費等永久に損金に算入されな

い金額 

6.0  

その他 △0.2  

負担率 2.6  

法定実効税率 40.7 ％ 

評価性引当金 △47.1  

住民税均等割 1.7  

交際費等永久に損金に算入されな

い金額 

7.5  

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない金額  

△1.0  

その他 △0.1  

負担率 1.7  



（持分法損益等） 

前事業年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

  該当事項はありません。 

当事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

  該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（重要な後発事象） 

前事業年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額 31,500円15銭

１株当たり当期純利益金額 1,662円87銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 
1,649円25銭

１株当たり純資産額     34,133円60銭

１株当たり当期純利益金額      2,387円89銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 
     2,378円63銭

 
前事業年度 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益 101,098千円        154,529千円 

普通株主に帰属しない金額 － － 

普通株式に係る当期純利益 101,098千円        154,529千円 

 期中平均株式数 60,797株 64,713株 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額 －  － 

普通株式増加数 502株   252株 

 （うち新株引受権） （502株）  （167株）  

 （うち新株予約権） （ －株）  （ 85株）  

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

平成14年11月22日臨時株主総

会決議による新株予約権方式

のストックオプション 

310個 

平成17年３月25日定時株主総

会決議による新株予約権方式

のストックオプション 

3,000個 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

２．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

投資有価証券 その他有価証券 

銘柄 
株式数 
（株） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

エー・アンド・アイシステム㈱ 375,000 335,625 

㈱みずほフィナンシャルグループ 

（第11回 第11種 優先株式） 
100 100,000 

㈱ITプロフェッショナル・グループ 95 14,250 

㈱宍戸国際ゴルフ倶楽部 1 280 

㈱インフォセック 400 0 

計 375,596 450,155 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高 
（千円） 

有形固定資産        

建物 91,964 2,545 － 94,508 40,040 9,776 54,468 

器具及び備品 374,715 104,197 5,669 473,243 291,863 65,524 181,380 

有形固定資産計 466,679 106,742 5,669 567,752 331,903 75,300 235,848 

無形固定資産        

ソフトウエア 849,416 27,564 23,228 853,752 607,520 164,288 246,231 

ソフトウエア仮勘定 6,819 7,769 14,588 － － － － 

その他 2,820 － － 2,820 － － 2,820 

無形固定資産計 859,057 35,333 37,817 856,572 607,520 164,288 249,052 

長期前払費用 551 18,900 1,942 17,508 － － 17,508 

繰延資産        

  － － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

器具及び備品 ネットワーク機器及びPC等 89,061千円 
 

ソフトウエア 自社開発ツール除却 23,228千円 
 



【社債明細表】 

 （注）１．（ ）内書きは、１年以内の償還予定額であります。 

２．決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の決算日後５年以内における返済予定額は以下のとおり

であります。 

銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

 平成年月日     平成年月日 

第１回無担保社債 15.3.27 
156,000 

(96,000) 

60,000 

(60,000) 
0.24 なし 18.3.27 

計 － 
156,000 

(96,000) 

60,000 

(60,000) 
－ － － 

１年以内 
（千円） 

１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

60,000 － － － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 50,000 － － － 

１年内返済予定長期借入金 280,500 240,000 4.0 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 510,000 270,000 4.0 平成18年～20年 

その他の有利子負債 － － － － 

計 840,500 510,000 － － 

 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 240,000 30,000 － － 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は170.81株であります。 

２．当期増加額のうち、旧商法第280条ノ19の規定に基づく第１回新株引受権の行使により、株式数343株、資本

金12,691千円及び資本準備金12,691千円,商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の

行使により、株式数50株、資本金6,226千円及び資本準備金6,226千円とそれぞれ増加しております。 

  

【引当金明細表】 

 （注）当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒実績率による計上の戻し入れ221千円であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 1,140,509 18,917 － 1,159,426 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注１、２） （株） (64,605.81) (393.00) － (64,998.81) 

普通株式（注２） （千円） 1,140,509 18,917 － 1,159,426 

計 （株） (64,605.81) (393.00) － (64,998.81) 

計 （千円） 1,140,509 18,917 － 1,159,426 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 

（注２） 
（千円) 793,636 18,917 － 812,554 

計 （千円） 793,636 18,917 － 812,554 

 利益準備金及

び任意積立金 

  

利益準備金  （千円） － － － － 

計  （千円） － － － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 221 － － 221 － 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

③ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 589 

預金の種類  

普通預金 440,747 

定期預金 40,000 

別段預金 9,669 

小計 490,416 

合計 491,006 

相手先 金額（千円） 

ケアコム㈱ 924 

合計 924 

期日別 金額（千円） 

平成18年３月 924 

合計 924 

相手先 金額（千円） 

アメリカンファミリー生命保険会社 142,275 

 ㈱インフォセック 108,263 

住商情報システム(株) 96,416 

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ(株) 78,687 

ソニーグローバルソリューションズ㈱ 66,770 

その他 699,374 

合計 1,191,786 



(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）当期発生高には消費税等が含まれております。 

④ 仕掛品 

⑤ 貯蔵品 

⑥ 差入保証金 

⑦ 買掛金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A） (B） (C） (D） 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

1,095,323 6,132,382 6,035,919 1,191,786 83.7% 68日 

品名 金額（千円） 

セキュアネットサービス仕掛案件 152,521 

システムインテグレーション仕掛案件 12,182 

合計 164,704 

品名 金額（千円） 

セキュアネットサービス貯蔵品 9,557 

合計 9,557 

相手先 金額（千円） 

三井不動産㈱ 

アルダニー・インベストメンツ・ピーティーイー・リ

ミテッド 

271,898 

森トラスト㈱ 124,732 

㈱東京ビッグサイト 6,085 

ホテルグランパシフィックメリディアン 400 

合計 403,116 

相手先 金額（千円） 

住商情報システム(株) 67,343 

インターネット セキュリティ システムズ㈱ 19,971 

ソフトバンクBB(株) 17,867 

エー・アンド・アイ システム(株) 16,863 

㈱アルディート 13,167 

その他 135,445 

合計 270,657 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）決算公告につきましては、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第16条第５項に基づき、当社

のホームページ上に貸借対照表及び損益計算書を掲載しております。（ホームページのアドレス：

http://www.lac.co.jp/ir/index.html） 

決算期 12月31日 

定時株主総会 ３月中 

基準日 12月31日 

株券の種類 １株券 ５株券 10株券 50株券 100株券 

中間配当基準日 ６月30日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 該当事項はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第19期）（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日）平成17年３月28日関東財務局長に提

出 

(2) 半期報告書 

第20期中（自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日）平成17年９月29日関東財務局長に提出 

(3) 臨時報告書 

平成17年３月30日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権の付与）に基づく臨時報告書であ

ります。 

(4) 自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成17年９月30日 至 平成17年９月30日）平成17年11月８日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年10月１日 至 平成17年10月31日）平成17年11月８日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年11月１日 至 平成17年11月30日）平成17年12月８日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年12月１日 至 平成17年12月31日）平成18年１月11日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年１月31日）平成18年２月８日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年２月28日）平成18年３月８日関東財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１７年３月２５日

株式会社ラック   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 原田 恒敏   印 

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 上林 三子雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ラックの平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日までの第１９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ラックの平成１６年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１８年３月３０日

株式会社ラック   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 原田 恒敏   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 上林 三子雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ラックの平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第２０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ラックの平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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